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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ウガンダ共和国関係機関との討議議事録（R/D）等に基づき、ネ

リカ米振興計画を実施しました。 

今般、プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、技術協力期間中の実績と実施プロセスを確

認し、その情報に基づいて、評価5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性）

の観点から日本国側・ウガンダ共和国側双方で総合的な評価を行うとともに、今後の協力の枠組

みについても協議を行うことを目的として、2010 年4月に、終了時評価調査団を現地に派遣しま

した。 

本調査団はウガンダ共和国側評価委員と合同評価委員会を結成し、評価結果を合同評価報告書

に取りまとめ、合同調整委員会（JCC）に提出するとともに、ウガンダ共和国側政府関係者とプロ

ジェクトの今後の方向性について協議し、ミニッツ（M/M）として署名を取り交わしました。 

本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者

に活用され、日本国・ウガンダ共和国両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願うもの

です。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心からの感謝の意を表し

ます。 

 

平成23年7月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ウガンダ共和国 案件名：ネリカ米振興計画  

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部畑作地帯グループ 協力金額（評価時点）：約3億2,800万円 

先方関係機関：国家農業研究機構（NARO） 

日本側協力機関：  

協力期間 （R/D）2008年6月 

2008年8月～2011年6月 

（3年間） 
他の関連協力： 

技術協力プロジェクト「東部ウガンダ持続型灌漑農

業開発計画」 

無償資金協力「稲研究･研修センター」 

コメ振興関係青年海外協力隊（JOCV） 

１－１ 協力の背景と概要 

ウガンダにおいて、農業はGDPの約20％、輸出の約48％、雇用の約73％を占める基幹産業で

ある。ウガンダ政府は、国家開発計画である「貧困撲滅行動計画（PEAP）」に基づき各種貧困

削減施策を推進しており、中でも農業はPEAPに掲げられた重点5課題のうち、3課題の達成に必

要不可欠なセクターとして重要視されている。また、セクタープログラムである「農業近代化

計画（PMA）」を策定し、商業的農業の振興をめざしている。その中で稲作、とりわけ陸稲であ

るネリカ米に関しては、副大統領による強力なイニシアティブにより、その普及が積極的に進

められている。 

このような状況の中、国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は2004年

からに個別専門家（ネリカ米適用計画計画）をウガンダに派遣し、品種試験を含む各種試験研

究、普及に携わる人材の育成を行った。その結果、ウガンダはサブサハラアフリカ諸国の中で

も、ネリカ米の普及が進んでいる国のひとつとなった。これらの成果を受け、2008年3月にJICA

とウガンダ国農業省は「コメ振興プログラム（2008-2017）」において10年間の稲作協力について

合意し、2008年8月に約3年間の本技術協力プロジェクトを開始した。 

 

１－２ 協力内容 

ネリカ米の各種試験研究、普及に携わる人材育成を行うことにより、ネリカ米の生産量及び

生産性を向上する。 

（1）上位目標 

米の自給がなされ、生産量・生産性の向上により農家収入が増加する。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象地域のネリカ米生産が量・質において向上する。 

 

（3）成果 

1. 国立作物資源研究所（National Crops Resources Research Institute：NaCRRI）及び地域農業

調査開発研究所（Zonal Agricultural Research and Development Institute：ZARDI）における

ネリカ（陸稲・水稲）の研究・普及能力が向上する。 

2. 適切なネリカ米栽培技術が対象地域内の農家、農家グループ、その他に普及される。 
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（4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額3億2,800万円 

長期専門家派遣：3名 機材供与：5,000万円 

短期専門家派遣：28名 ローカルコスト負担：1億3,000万円 

研修員受入：8名 

 

相手国側： 

カウンターパート配置：19名 ローカルコスト負担：約1万ドル 

土地・施設提供：執務室、研究室、研修関連施設、展示圃場等 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 日本側 

1 団長／総括 時田 邦浩 JICA 国際協力専門員 

2 協力計画 野田 樹 JICA 農村開発部  畑作地帯グループ乾燥畑作

地帯課職員 

3 評価分析 首藤 久美子 アイ・シー・ネット株式会社 シニアコンサル

タント 

ウガンダ側 

1 Mr. Robert Khaukha（リーダー） 農業畜産水産省（MAAIF） 

2 Dr. Thelma Akongo 国家農業研究機構（NARO） 

3 Mr. Sunday Godfrey 農業畜産水産省（MAAIF） 

 

調査期間 2011年4月5日～2011年4月28日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプット 

＜アウトプット１＞ 

アウトプット1は達成された。 

NaCRRIとZARDIにおけるネリカ米研究・普及能力は、展示圃場の整備（NaCRRI及び9カ所

すべてのZARDIと国立半乾燥資源研究所にて整備）、各種実験の実施、技術マニュアルや教

材の開発等の活動を通して、大きく向上した。 

 

＜アウトプット２＞ 

アウトプット2は達成された。 

ネリカ米生産技術は、農民、精米業者、農業普及員といった対象者に対し、計画どおり指

導された。これまで延べ12,578人の農民と1,667人のその他参加者に対して研修が行われ、

研修に参加した農家の64.3％が実際にネリカ米栽培を開始している。研修に参加した精米業

者については、全員研修で紹介された収穫後処理技術を採用している。これまでの精米業

者の研修受講者数は86人にのぼる。 

 

（2）プロジェクト目標の達成度 

ウガンダにおけるネリカ米生産量に関する信頼できるデータは存在しないため、目標値

達成度を正確に判断することはできなかった。一方、プロジェクトの直接のネリカ米増産

効果としては、6,500t程度であると推察できる。研修を受講した農民や精米業者から提出さ

れた米を検査したところ、研修受講前に比べ、純度、形状、損傷度合い、色等の基準にお
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いて、研修受講以前よりも大きく改善されたことが明らかであり、プロジェクトの効果に

より、ネリカ米の質が向上したことが確認された。こうしたことから、協力期間終了まで

に、ネリカ米の生産量・質の向上というプロジェクト目標は十分達成できると判断される。

 

（3）実施プロセス 

 NaCRRIとZARDIの研究者や政府関係者の能力強化は、実地訓練（On-the-job training：

OJT）、集合研修、本邦研修といった様々な方法で行われた。こうした種々の能力強化

方法の組み合わせが奏功し、研究者や政府職員の技術・能力・士気は大きく向上した。

 農村社会への換金作目としての米栽培の新規導入は、家庭やコミュニティレベルで正負

両方の社会変容をもたらしている可能性がある。農村社会に関する社会科学的考察が更

に必要であるし、社会及び環境への負のインパクトを避ける、あるいは軽減するために、

プロジェクトから農家へという一方的な情報提供だけではなく、農家からプロジェクト

へのフィードバック体制も構築する必要があるだろう。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

妥当性は高い。プロジェクトは、ウガンダ政府の「農業セクター開発戦略投資計画

（Agriculture Sector Development Strategy and Investment Plan：DSIP）」「国家米開発戦略

（Uganda National Rice Development Strategy：UNRDS）」や「アフリカ稲作振興のための共

同体（Coalition for African Rice Development：CARD）」といった米振興の取り組みを直接支

援するものである。日本は、ネリカ米をはじめとした米の生産を振興することにより、農

業生産性向上・農産品の付加価値向上といった農業の近代化を支援している。こうした観

点から、プロジェクトは、日本の対ウガンダ援助計画にも合致している。さらに、農業収

入増加により生計向上をめざすターゲットグループである農家のニーズにも、プロジェク

トは適切に対応しているといえる。 

 

（2）有効性 

有効性は高い。プロジェクト開始以前はNaCRRIやZARDIにおいて米を専門とする研究者

は存在していなかった。プロジェクト実施の結果、NaCRRIにおける米研究・開発の体制が

整い、研究の成果はZARDIやNaSARRIを通じて広く国内に伝えられている。プロジェクト

の研究・普及活動は、米生産量の増加と質の向上に直接寄与していることが確認された。

プロジェクト目標は十分達成できると判断される。 

 

（3）効率性 

効率性は高い。ウガンダ側、日本側からの投入は基本的に討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）で合意されたとおり行われ、それに見合ったアウトプットが産出された。

特に、非政府組織（Non-governmental organization：NGO）、国連世界食糧計画（World Food 

Programme：WFP）、国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organisation：FAO）、県政府と

いった機関との研修実施に際する連携など、普及活動推進において外部資源の効率的な活

用を可能にしている。ただ、米を専門にする研究者の不足が課題である。 

 

（4）インパクト 

インパクトは中・高程度である。プロジェクト終了後3～5年のうちにウガンダの米自給

体制が整うかどうかは、稲作技術の普及度のみならず、国の輸入米に対する関税率をはじ

めとした農業政策や季候などに大きく左右されるため、予測が困難である。一方、プロジ

ェクトのインパクトは近隣アフリカ諸国に広まってきており、10カ国近くにのぼる他のア
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フリカからの研修参加者は、それぞれの国でネリカ米を普及し始めている。換金作物であ

る米を新規導入することに関しては、農村社会に対し、正負両方の社会経済的な影響や環

境影響を及ぼしていると考えられることから、こうした社会的インパクトについてはより

慎重な考察が必要である。 

 

（5）自立発展性 

自立発展性は中程度である。プロジェクト活動継続のためには、組織的・財政的な持続

性の強化が必要である。特に、米を専門とする研究者の人員強化と研修・普及を担当する

コーディネーターの新規配置が早急に望まれる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクト開始以前の2004年より、ネリカ米適用化計画（稲作）の個別専門家がNaCRRI

に派遣され、米振興に関連のある種々の機関・団体とネットワークを構築してきた。科学

的基礎データも収集し、データに基づいた教材やマニュアル類の開発も行ってきた。プロ

ジェクトはこうした前フェーズの専門家の知識やネットワークを十分活用することによっ

て、開始直後より本格的な研究・普及活動を展開することができた。前フェーズからの積

み重ねとその成果の有効活用がプロジェクトの効果発現に大きく寄与したといえる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

該当なし。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

該当なし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

稲作の取り組みが開始して歴史が浅く、米を扱う研究者が少なく、技術的な持続性の疎

外要因となった。 

 

３－５ 結論 

プロジェクトは、これまで期待された成果を着実に生み出しており、これらの成果はプロジェ

クト目標の達成につながりつつある。プロジェクトはNaCRRIに拠点をおきつつも、研究・普及

に関与するZARDI、国立半乾燥資源研究所（National Semi-Arid Resources Research Institute：

NaSARRI）、農業機械化研究センター（Agricultural Engineering and Appropriate Technology Research 

Centre：AEATREC）、国家農業指導サービス（National Agriculture Advisory Services：NAADS）、

県農業部、NGO、青年海外協力隊、国連機関といった主要な関係組織とともに活動を続けている。

こうした連携は、人的・財政的資源の有効活用になっているほか、特に普及活動においては大き

な効果を生み出している。また、他のアフリカ諸国に対するプロジェクトのインパクトは特筆す

べきものがあり、NaCRRIが将来、アフリカにおける米研究・普及の中心的機関となるのも決し

て非現実的な目標ではない。したがって、協力期間終了までにプロジェクト目標が達成される見

込みは高く、計画どおり2011年6月をもって協力を終了することが適切だと結論づけられる。 

 

３－６ 提言 

（1）より適切な人員配置によるNaCRRIの運営体制強化 

NaCRRIにおける米研究・普及体制はこの数年でめざましく整備されたが、プロジェクト
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の持続性を確保するためには、さらなる体制の強化が望まれる。それには、米を専門とす

る研究者や研究アシスタントの配置人数を増やし、それらの人員を早急に養成していくこ

とが必要であろう。研修・普及の分野に関しては、コーディネーターの新規配置が有効と

思われる。NaCRRIが米研究・普及拠点としてより活発に機能するよう、国家農業研究機構

（National Agricultural Research Organisation：NARO）は農業畜産水産省（Ministry of 

Agriculture, Animal Industry and Fisheries：MAAIF）と協働し米研究に関する人的資源の強化

に取り組むべきである。 

 

（2）プロジェクト活動継続のための予算確保 

現在行っている研究・普及活動の継続実施ためには、財政的資源の確保が必要である。

農業技術開発と普及の改善をめざす国のプロジェクトである農業技術農業ビジネス支援サ

ービスプロジェクト（Agricultural Technology and Agribusiness Advisory Services Project：

ATAAS）や、そのもとで事業を実施するNAADSといった政府機関と連携して予算を確保す

ることが現実的であろう。NAROでの予算確保のほか、こうしたイニシアティブへ確実に予

算配分を行っていくことが期待される。 

 

（3）米のバリュー・チェーンに関する信頼できるデータの収集 

ウガンダにおける農業統計はいまだ未熟な状態であるが、政策策定や実効力のあるモニ

タリングのためには、米のバリュー・チェーンに関する正確で役立つデータの収集が必要

である。MAAIFは、国際稲研究所（International Rice Research Insitute：IRRI）やアフリカ稲

センター（Africa Rice Center：AfricaRice）、FAOといった国際機関と協力しながらデータ収

集システムの構築を進めるべきである。 

 

３－７ 教訓 

（1）実地訓練等による研究技術や知識の向上 

プロジェクトは、国・地域の両方のレベルで、展示圃場の整備、フィールド実験、実地

訓練などの現場での訓練の重要性を強調した。研究者は、試行錯誤でフィールド実験を行

い、その経験から学ぶよう指導されている。この結果、研究者は実用的な科学知識を習得

することができており、彼らが農家に対して指導する際にもその知識や技術が役立ってい

る。こうした実地訓練重視のアプローチは、農業振興に必要な実践的な研究技術や知識の

向上に効果的である。 

 

（2）稲作の家庭・コミュニティへのインパクトを理解する必要性 

稲作の導入が、家庭やコミュニティに対してどのようなジェンダーや社会経済的なイン

パクト、あるいは環境影響を与えているかについては、現時点では未知の部分が多い。新

しい作物や技術の導入が、社会や環境に対してどのような影響を与えているのかについて、

プロジェクト実施者は十分に理解をしておく必要があるだろう。こうした知識は、適切な

普及体制・アプローチの考案や農村社会経済に関する教材開発にも役立つことが期待され

る。 

 

（3）広報活動の重要性 

プロジェクトは、ネリカ米について日本やアフリカ諸国に対して積極的に広報活動を行

った。これにより農業開発に携わる人々のネリカ米に対する関心が高まり、アフリカにお

けるネリカ米振興への多くの協力者を獲得するに至った。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ウガンダ共和国（以下「ウガンダ」と記す）の稲作振興のために2008年より実施してきた技術

協力プロジェクト「ネリカ米振興計画」「東部ウガンダ持続型灌漑農業開発計画」が2011年6月に

終了を迎える。 

本終了時評価調査は「ネリカ米振興計画」の協力開始から現在までの実績、プロジェクト目標

と成果の達成度をプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づ

き確認し、更に評価5項目の観点からプロジェクトの評価を行うとともに、プロジェクト終了前後

の活動に関する提言と類似案件のための教訓を得ることを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

No. Name Job Title Designation and Organization Duration 

時田 邦浩 団長/総括 JICA国際協力専門員 1 

Mr. Kunihiro 

TOKIDA 

Leader Senior Advisor, JICA 

4月11日～

4月27日 

 

野田 樹 協力計画 JICA農村開発部畑作地帯グループ乾燥畑作地帯課 2 

Mr. Tatsuki 

NODA 

Evaluation 

Planning 

Program Officer, Rural Development Department, JICA 

HQ Office 

4月14日～

4月23日 

首藤 久美子 

 

評価分析 

（ネリカ） 

アイ・シー・ネット（株）シニアコンサルタント 3 

Ms. Kumiko 

SHUTO 

Evaluation 

Analysis 

Consultant 

4月6日～ 

4月27日 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ プロジェクトの背景 

ウガンダにおいて、農業はGDPの約20％、輸出の約48％、雇用の約73％を占める基幹産業で

ある1。ウガンダ政府は、国家開発計画である「貧困撲滅行動計画（PEAP）」に基づき各種貧困

削減施策を推進しており、中でも農業はPEAPに掲げられた重点5課題のうち、3課題の達成に必

要不可欠なセクターとして重要視されている。また、セクタープログラムである「農業近代化

計画（PMA）」を策定し、商業的農業の振興をめざしている。その中で稲作、とりわけ陸稲であ

るネリカ米に関しては、副大統領による強力なイニシアティブにより、その普及が積極的に進

められている。 

このような状況の中、JICAは2004年からに個別専門家（ネリカ米適用計画計画）をウガンダ

に派遣し、品種試験を含む各種試験研究、普及に携わる人材の育成を行った。その結果、ウガ

ンダはサブサハラアフリカ諸国の中でも、ネリカ米の普及が進んでいる国のひとつとなった。

これらの成果を受け、 2008年 3月に JICAとウガンダ国農業省は「コメ振興プログラム

（2008-2017）」において10年間の稲作協力について合意し、2008年8月に約3年間の本技術協力プ

                                            
1 出所：MAAIF「農業セクター開発戦略投資計画（DSIP）」（2010 年） 
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ロジェクトを開始した。 

 

１－３－２ プロジェクトの要約 

プロジェクトのPDMバージョン１に記載されるプロジェクトの要約は以下のとおり。 

 

上位目標 

米の自給がなされ、生産量・生産性の向上により農家収入が増加する。 

 

プロジェクト目標 

対象地域のネリカ米生産が量・質において向上する。 

 

成果 

1. 国立作物資源研究所（NaCRRI）及び地域農業調査開発研究所（ZARDI）におけるネリカ（陸

稲・水稲）の研究・普及能力が向上する。 

2. 適切なネリカ米栽培技術が対象地域内の農家、農家グループ、その他に普及される。 

 

活動 

1-1. 稲品種登録の基となる稲系統の評価をする。 

1-2. 新たに品種登録されたネリカ米の品種試験をする。 

1-3. 地方農業研究所における品種（陸稲・水稲）適用化試験を実施する。 

1-4. 収穫後処理技術と機械化を検討する。 

1-5. 研修に使用するマニュアルの改訂を行う。 

 

2-1. 展示圃場を設置する。 

2-2. 地方政府や農民（組織）等の関係者からの要望に応じ、必要な研修を行う。 

2-3. 他の近隣諸国の研究者・普及員に対し研修を行い、情報交換を行う。 

2-4. インパクト調査を行う。 

 

１－３－３ プロジェクト期間 

2008年8月～2011年6月（約3年間） 

 

１－３－４ プロジェクト実施機関 

本プロジェクトの実施機関は国家農業研究機構（NARO）である。プロジェクト活動はNARO

の傘下にあるNaCRRIの穀物部によって実施されている。 

 

１－３－５ 対象地域 

本プロジェクトの対象地域はウガンダ国内のネリカ米栽培適地である。 

 

１－３－６ 対象グループ 

本プロジェクトは対象地域で農業に従事している農家を対象としている。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価指標 

プロジェクト終了まで残すところ約2カ月となり、これまでプロジェクト目標がどれだけ達成さ

れたか、上位目標の達成見込みはどの程度か等を判断する時期を迎えた。プロジェクト終了を控

えたこの時期に、終了時評価を行うことにより、プロジェクト活動の実績・成果の評価・確認を

行うとともに、今後の提言及び他の類似事業の実施にあたっての教訓を導き出した。 

本終了時評価では、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年6月）に従い、プロジェクト

の実績と実施プロセスを把握した後、以下の評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から分析を行った。 

    

①妥当性（relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズに

合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性は

あるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（Official 

Development Assistance：ODA）で実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクト

の正当性・必要性」を問う視点。 

②有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか

（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

③効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（ある

いはされるか）を問う視点。 

④インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

⑤自立発展性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込

みはあるか）を問う視点。 

    

本評価はプロジェクト終了前の評価調査のため、④インパクト、⑤自立発展性に関しては、評

価時点での予測となっている。 

評価実施に際し、プロジェクト管理のための要約表であるPDMに基づき、計画の達成状況や達

成見込みを調べ、評価グリッド（「調査団議事録 終了時評価報告書付属資料2 評価グリッド」

参照）を作成し、具体的な評価設問を定めた。 

本プロジェクトでは、プロジェクト開始前に作成されたPDM バージョン0から1度の改定を経て、

現在はPDMバージョン1を使用している。従って、終了時評価では、最新版PDMであるPDMバージ

ョン1に基づいて情報を収集・分析した。 
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２－２ データ収集・分析方法 

調査では、様々な情報源から、複数のデータ収集手法を用いて情報収集を行った。調査手法及

び情報源のトライアンギュレーションが可能となり、調査の信頼性を高めることができるからで

ある。 

今回の調査では、定量的なデータとともに、定性的な情報の収集にも注力している。定量的な

データは既存の資料で既にある程度入手可能であるのに対し、定性的な情報、つまりプロジェク

ト実施に当たっての貢献要因・阻害要因といった詳細な情報については、文献調査のみでは不足

していたからである。したがって、インタビュー、フォーカス・グループ・ディスカッション、

観察、そして自由記述欄を多く設けた質問票調査など、定性的な情報を引き出すための手法を中

心に調査がなされた。以下の表に、調査手法と情報源をまとめ、主要な面談者については、別添

資料に記した。 

 

表１ データ入手手段と情報源 

データ入手手段 情報源 

文献・資料調査 政策文書、プロジェクト資料、専門家報告書、JCC議事録、

過去のサーベイ調査結果、ウェブサイト情報等 

質問票調査 日本人専門家、カウンターパート（C/P） 

インタビュー 日本人専門家、C/P、ウガンダ政府関係者、非政府組織

（NGO）、国際機関など 

フォーカス･グループ･ディスカッ

ション／グループインタビュー 

米農家、米農家グループ 

観察 活動地（ホイマ県、マシンディ県、リラ県、ソロティ県）

 

文献・資料調査は、主に現地調査前に国内で行い、プロジェクトのアウトプットと実施プロセ

スを中心に確認した。また、現地調査開始前に質問票（別添資料）をプロジェクト関係者に対し

電子メールで配布し、調査団の現地入り後に質問票が回収され、質問票配布先に対してインタビ

ューを行い、補足情報の収集を行った。また、質問票の配布先でない政府関係者、NGO・国際機

関関係者等に対して1～2時間程度のインタビューを行った。 

フォーカス･グループ･ディスカッションやグループインタビューは、プロジェクトの活動地で

あるホイマ県、マシンディ県、リラ県、ソロティ県といった農村地域で、米農家や米農家グルー

プに対して行った。1グループは3～4名で構成され、参加者からプロジェクトでの経験やプロジェ

クトに対する意見を聞いた。1グループにつき30分程度の意見交換を行った。 

評価者はプロジェクト対象地での試験圃場の状況や稲作活動の様子も観察し、研修実施者や受講

者といった関係者へ臨機応変にインタビューを行いながら定性データを中心に情報収集した。 

上記のデータ収集により得られた情報は、「２－１ 評価指標」で示した評価5項目ごとに分析

された。最終的なデータの分析結果は、「第４章 評価結果」に示した。 

 

２－３ 評価調査の制約・限界 

調査団はプロジェクトの実施・管理に携わった主要な関係者から直接情報を収集した。プロジ

ェクトの対象地域は、ウガンダのネリカ栽培に適した地域すべてであるが、調査では4県のみを訪

れ、それぞれの県内でインタビュー、フォーカス･グループ･ディスカッション、観察を行った。
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時間や資源の制約から訪問することができなかった地域に関しては、既存の文献・資料及び関係

者に対するインタビューにより情報を収集した。 

このように、調査団は、一定の制約や限界の問題を克服するために上記のような工夫を行った

ので、調査枠組みの中で得られた収集情報は一定の信頼性と妥当性を維持しているといえる。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 

（1）専門家派遣 

「稲栽培技術／研修」、「圃場試験計画」、「業務調整／普及」を担当する3名の長期専門家

が派遣されている。短期専門家1名が「リーダー／陸稲灌漑」担当として、本プロジェクト

だけでなく同期間に実施されている技術協力プロジェクト「東部ウガンダ持続型灌漑農業

開発計画」のリーダーも兼務している。このリーダーを含め、これまで延べ13名の短期専

門家と、延べ15名の運営指導調査団員が短期で派遣され、技術指導を行っている。これら

の専門家の派遣実績は、討議議事録（R/D）にて合意された派遣計画とほぼ同じである。各

専門家の派遣は、活動計画（Plan of Operation：PO）に沿う形で行われたので、専門家の投

入は計画どおりに行われたといえる。詳細は「調査団議事録 終了時評価調査報告書添付

資料5 専門家派遣実績」を参照のこと。 

 

（2）供与機材 

車両3台、トラクター、事務機器、農業機械といった合計約5,000万円相当2の機材が、プ

ロジェクト活動のために供与された。供与機材は適切に活用され、維持管理されているこ

とが確認できた。供与機材の詳細は「調査団議事録 終了時評価報告書添付資料5 供与機

材リスト」を参照のこと。 

 

（3）研修員受入 

これまで8名の（Counterpart Personnel：C/P）や関連機関職員が、稲作技術、農業機械、

収穫後処理技術といった分野の本邦研修に参加した。研修の詳細は「調査団議事録 終了

時評価報告書添付資料5 研修員受入実績」を参照のこと。 

 

（4）現地活動費 

2010年12月までに、プロジェクト運営にかかわる活動費合計約1億3,000万円3が支出され

た（金額には前出の供与機材購入費を含まない）。詳細は「調査団議事録 終了時評価報告

書添付資料5 プロジェクト経費実績」を参照のこと。 

 

３－１－２ ウガンダ側の投入 

（1）人員配置 

NaCRRIの所長はプロジェクト・マネジャーとして、NaCRRI穀物部の部長はプロジェク

ト・コーディネーターとしてC/Pに加わっている。この2名のほかに、NaCRRIの研究者、補

助研究者、技術者等の17名（AEATRECの職員4名を含む）がC/Pとして、日本人専門家から

直接技術指導を受けた。C/P配置の詳細については「調査団議事録 終了時評価報告書添付

                                            
2 外貨は 2011 年 4 月の JICA 統制レートである 1 ウガンダシリング＝0.034 円、1US ドル＝82.87 円を使用し円に換算した。 
3 外貨の換算レートについては、上述のレートを使用した。 
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資料5 カウンターパート配置」を参照のこと。 

 

（2）土地・建物・設備 

NaCRRIの敷地内に、執務スペースが設けられたほか、研究室、展示圃場等がウガンダ側

より提供された。これらの施設の維持管理費はNaCRRIが負担した。2010年末に無償資金協

力で「稲研究・研修センター」が完成し、ウガンダ側に引き渡されたのち、プロジェクト

はセンターに活動拠点を移している。 

 

（3）ローカルコスト負担 

MAAIFはこれまで1万USドルをプロジェクトに拠出した。この予算のほかにも、様々な

ドナーの支援による米振興プロジェクト予算があり、プロジェクトはこうした予算の一部

も使用している。表2は、主なドナー支援プロジェクトと予算額の一覧である。 

 

表２ 他ドナー支援による主な米振興プロジェクトと予算額 

（単位：USドル） 

プロジェクト期間 プロジェクト名 予算額 

2008～2010年 Good Seed Initiative: Up-scaling Quality Declared Seed for Increased 
Rice Seed Production in Uganda 

30,000

2008～2010年 Alleviating Rural Poverty through Improve Rice Production 70,800

2008～2010年 Promotion of Upland Rice in Uganda 50,000

2009～2010年 Improving Access to Rice Seed: A Contribution to Emergency Rice 
Initiative 

74,000

2009～2010年 Rice Data System: A Contribution to Emergency Rice Initiative 65,000

 合計 289,800

 

３－２ アウトプットの実績 

３－２－１ アウトプット１の達成状況 

「NaCRRIとZARDIのネリカ米に関する研究・普及機能が強化される」というアウトプット１

について、達成状況を判断するための4つの指標が設定されている。指標ごとに達成状況4を分析

する。 

    

指標1-1.「選定されたNaCRRIの各研究課題において研究結果がとりまとめられる」（達成度：中） 

日本人専門家の技術指導により、栽培、育種、ウォーターハーベスト、病害虫、植物生理、

収穫後処理などの分野で、NaCRRIの研究者による研究活動が実施された。成果品は、現在まと

めの作業中であり、編集・出版には至っていない。研究者の多くは米以外の作物の研究も同時

に行っており、他業務との兼ね合いからまとめ上げの作業は若干遅延している。プロジェクト

期間終了までには完成する予定である。 

    

                                            
4 達成状況のレーティングは、「高」「中」「低」の 3 段階とした。「高」は、指標に示された目標値に十分達していること、「中」

は、部分的に達していること、「低」は、達成度が非常に低いことをそれぞれ示す。 
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指標1-2.「各ZARDI、NaSARRIにおいて実施された地域の特性に合わせた研究の結果がとりまと

められる」（達成度：高） 

9カ所のZARDIとNaSARRIにおいて、それぞれ整備された展示圃場を利用した米栽培実験が行

われた。20本の報告書がこれまで執筆され、ウガンダにおける各ゾーンの地域特性を明らかに

する貴重な科学データが得られている。これまで、ZARDIの研究者には米栽培に関する経験・

知識が全くなかったことを考えると、大きな成果だといえる。 

 

指標1-3.「NaCRRI、ZARDI、NaSARRIが研修モジュールに準じて、農家や普及アクターを対象

とした研修を実施できるようになる」（達成度：高） 

研修モジュールや教材が開発され、大きく分けて2種の研修が実施された。ひとつはNaCRRI

職員が農家や農業普及員などに対して直接指導する研修。もうひとつは、ZARDIの研究者から

農家に対して行われる研修である。 

前者は、プロジェクト前半では、日本人専門家がC/Pを指導する形で行われたが、現在では、

C/Pがこれまで習得した知識や技術を使って、自立して研修を行うことができている。 

後者の研修は、展示圃場を使った栽培実験を行ったり、NaCRRIでの研修を受けたりして

ZARDIの研究者の能力が強化された後、つまりプロジェクト後半に入ってから活発に行われる

ようになった。ZARDIが農家に対して行う研修では、NaCRRIで開発された研修教材が使われる

とともに、各ZARDIで整備された展示圃場が利用され、実践的な内容になっている。 

 

指標1-4.「AEATRECが研修モジュールに準じて精米業者対象の研修を実施できるようになる」

（達成度：高） 

AEATRECは、農業機械を用いた技術の普及を専門に行う機関であり、プロジェクトと協力し

て、全国の精米業者に対して活発に研修を行っている。精米業者に対する研修を行うための研

修棟には、教室と精米機を設置した部屋があり、機械を用いた実地訓練（OJT）が行われている。

2011年3月26日時点で86人の精米業者に対して米品質向上のための研修が行われた。プロジェク

ト終了までに受講者は100人に達すると見込まれる。 

 

アウトプット１の総合達成度（達成度：高） 

NaCRRIとZARDIにおけるネリカ米に関する研究・普及のための能力は、この数年で大きく向

上したといえる。プロジェクト実施以前は、NaCRRI、ZARDIともに米栽培に関する知識を持つ

職員は皆無に等しかった。プロジェクト開始後、OJTや本邦研修、あるいは修士号取得や留学な

どの能力強化活動によって、NaCRRIでも米を専門とする研究者が養成された。ZARDIの研究者

も、プロジェクトが行う各種研修により、ネリカ米に関する知識が向上し、現在では展示圃場

を使って栽培実験を行ったり、農家を指導したりできるまでになっている。 

NaCRRIとZARDIで行われた各種実験の詳細については、「調査団議事録 終了時評価報告書

添付資料10 NaCRRIとZARDIで行われた実験」にリストアップした。実験テーマは、イネ黄斑

ウィルス（Rice Yellow Mottle Virus：RYMV）耐性品種試験、長期施肥無施肥試験、除草試験、

灌水量比較試験などであり、こうした実験を実施することにより、研究者の知識が高まり、米

研究者としての自信にもつながっている。得られた知識は、普及に直接役立つものとなってい

る。このように、稲作の専門家が皆無であったウガンダにおいて、中央・地方の両レベルで数
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多くの人材を養成したことは、プロジェクトの特筆すべき成果といえよう。 

プロジェクトは、こうした確実な成果を生み出してはいるものの、NaCRRI、ZARDIの研究者

ともに、まだまだ能力強化の必要がある。たとえば、ZARDIの研究者は、稲作経験のない農家

や農業普及員に対して初歩的な栽培指導を行うことはできるが、病害虫対策といった個別問題

に対しての知識は十分ではないため、他者からの助言が必要である。NaCRRIの研究者について

も、科学的データの分析、論文執筆や発表の技術といった能力はまだ低い。NaCRRI、ZARDI両

方ともに、米の品質管理、マーケティング、バリュー・チェーン分析といった分野における経

験・知識が乏しいことも課題のひとつである。 

普及強化の点では、NaCRRI、AEATREC、ZARDIのみならず、NGOや県農業部の農業普及員

（Agricultural Officer：AO）、アシスタント農業普及員（Assistan Agricultural Officer：AAO）など、

さらに国連食糧農業機関（FAO）、世界食糧計画（WFP）といった国際機関が全国に普及を行っ

ている。これらの機関は、プロジェクトが開発した教材や手法を利用しながら農家へ直接指導

している。NaCRRIやZARDIはこうした機関に対して技術支援を行い、国内外の様々な機関とネ

ットワークを構築するのに中心的役割を担っている。プロジェクトは技術普及に関する関係機

関との連携を促進し、他機関の資源を有効活用しながら成果を最大限引き出すことに成功して

いるといえる。こうした実績から、アウトプット１の達成度は高いと判断できる。 

 

３－２－２ アウトプット２の達成状況 

「適切なネリカ米の栽培と収穫後処理の技術が対象地域の農家、精米業者、その他の普及支

援アクター（NGO、県農業部のAO、AAOなど）に普及される」というアウトプット２について、

達成状況を判断するための指標は、3つ設定されている。指標ごとに達成状況を分析する。 

 

指標 2-1.「12,000人（農家10,000人とその他2,000人）が直接・間接的にプロジェクトが実施する

研修を受講する」（達成度：高） 

これまで延べ14,255人（農家12,578人、その他1,677人）に対して研修が実施された。農家以外

の参加者には、ZARDIの職員、NGO職員、青年海外協力隊（JOCV）、アフリカ諸国の政府職員

といった人々が含まれる。表３に、研修の実施者と受講者数を示した。 

 

表３ 研修実施機関と受講者数 

研修実施団体（者） 受講者数（人） 

NaCRRI（A） 

4,506

（2,829 農家）

（1,677 その他）

ZARDI 2,553 農家

NGO 3,526 農家

WFP 3,323 農家

JOCV 347 農家

その他機関 

計（B） 9,749 農家



－10－ 

 

合計（A）＋（B） 

14,255

（12,578 農家）

（1,677 その他）

 

農家以外の受講者数の目標値は2,000人であり、評価時点では目標値までに300人強の不足があ

るが、プロジェクト終了までにはこの数値は達成できると見込まれる。 

 

指標 2-2.「研修を受けた農家の30％が継続的にネリカ米を栽培するようになる」（達成度：高） 

研修を受講した農家の64.3％が、学んだ知識を利用して稲作を行っていることが、プロジェク

トの実施したインパクト調査5によって明らかになった。これは目標値の30％を大きく超える。

大幅な目標値の達成が可能になった要因は2つ挙げられる。まず、ネリカ米の種はやみくもに配

布されたのではなく、必要な研修を受講した農家にのみに配布されたこと。次に、研修を実施

したWFPやJOCVといった団体やボランティアが、種子配布後に手厚いモニタリング・指導を実

施したことである。 

研修を受講した農家には通常1kgの種子が無償で供与され、米の作付けを行い、次のシーズン

用に種子を保存しておくことが指導される。こうしたインセンティブの付与と、充実したモニ

タリングが、高い稲作導入率につながったと見られる。種子を受け取った農家は、収穫後に得

た種子を近隣農家に配布するといったことも行っており、プロジェクトの波及効果を確認する

ことができる。 

 

指標 2-3.「研修を受けた精米業者の70％が導入された精米技術を活用する」（達成度：高） 

AEATRECが実施したインパクト調査によると、調査の対象となった37人の精米業者すべてが、

研修で習得した精米技術を活用しているとのことだった。調査時には、研修を受講した精米業

者は55人だったため、調査対象は全体の67.3％に相当する。回答者からは、「精米機械にかける

前に適切な米の乾燥方法を学ぶことができた」、「米の品種や質に従った適切な精米機械の操作

方法を学ぶことができた」、「カスタマーケアの重要性を学ぶことができた」、といった声が寄せ

られた。精米業者は研修受講後、米を納入する農家に対して適切な米の乾燥方法を指導するよ

うになっており、農家に対しても研修のインパクトが及んでいることが分かる。 

 

アウトプット２の総合達成度（達成度：高） 

3年弱という比較的短い期間にもかかわらず、これまで1万4,000人を超える研修受講者が誕生

し、そのうち65％に近い農家がネリカ米栽培を始めているというのは注目に値する。こうした

成果が達成された理由のひとつとして、プロジェクトが開始された2008年8月時点で、すでに基

本的な研修教材が準備されていたこと、普及活動を行う主要な機関とのネットワークが存在し

ていたことが挙げられる。このため、プロジェクト開始と同時に大きな困難に直面したり長い

準備期間を要したりすることなく、普及や研修活動を円滑に進めることができた。 

こうした教材やネットワークは、2004年6月よりNaCRRIに派遣されていたネリカ米適用計画

の個別専門家によって開発されたものである。専門家の長期にわたる功績により、プロジェク

                                            
5 インパクト調査は、2010年9月から2011年2月にかけて質問票と電話インタビューの形で行われ、1,191人の農家から回答を得た。 
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トの研修事業は開始直後から充実したものになったといえる。以前から構築されていたネット

ワークは、プロジェクト実施によってさらに強固で広範囲なものとなり、現在も関連機関との

いい関係が維持されている。こうしたことから、普及事業に関するアウトプット２は十分達成

できたといっていいだろう。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

「プロジェクト活動地域においてネリカ米の生産量及び生産性が向上する」が本プロジェクト

のプロジェクト目標である。目標の達成状況を判断する指標として、2つが設定されている。指標

ごとに達成状況を分析する。 

 

指標 1.「陸稲生産高が140,000t（籾ベース）となる」（達成度：中） 

2010年にPDMが改定された際に、「ウガンダにおける陸稲ネリカ米の生産量が14,000tとなる」

という目標値が設定された。この数値は、ウガンダ政府が策定したウガンダ国家米開発戦略

（Uganda National Bureau of Standard：UNRDS）に示された数値である。終了時評価の際、陸稲

生産高についての信頼できるデータが入手できることを前提としてPDM改定が行われた。しか

し、実際には、陸稲生産高はおろか、米全体の生産高についても信頼できる統計数値を入手す

ることができなかった。データが存在したとしても、情報源によって数値がまちまちであった

り、一貫性にかけていたりという状況で、陸稲の正確な生産高を知るのは困難であった。稲作

についての信頼性の高い、詳細な農業統計データの収集は急務である。 

こうした状況の中、プロジェクトの直接の効果としてどのくらい陸稲生産量が伸びたのかに

ついて推察することを試みた。生産高の計算方法は以下のとおりである。 

これまで、プロジェクトが行った研修に参加した農家は12,578人である（指標2-1参照）。その

うち64.3％が陸稲栽培を始めたと推測される（指標2-2参照）。農家1人につき平均約0.4haが陸稲

栽培に転換されたとし、1haあたりの収量が年間約2tと仮定すると、「12,578（農家の数）×0.643

×0.4（ha）×2（t）」という計算式により、6,740tという数値が得られる。これが、プロジェク

トが研修を行った農家によるネリカ米の年間生産量となる。これらの農家ではこれまで全く稲

作が行われていなかった、つまりプロジェクト開始以前にはネリカ米生産高がゼロだった、と

いう事実を勘案すると大きな進歩といえるだろう。 

そもそも140,000tという数値は、プロジェクトの限られたスコープを考えると適切な目標値で

はなかったといえる。プロジェクトの成果として、10,000人の農家への研修実施（指標2-1）、そ

して30％の技術定着率（指標2-2）をめざしていたのだから、この成果を達成した結果として得

られる米生産量は140,000tよりも明らかに小さいものになる。プロジェクト目標の指標としての

陸稲生産高は、この具体的な対象農家数（10,000人）をもとに算出されるべきであっただろう。

ウガンダ全土の陸稲生産高をプロジェクト目標値として置くのは、成果からプロジェクト目標

への理論的つながりを軽視しており、PDMの構成としては不適切である。また、3年間という短

いプロジェクトの期間や限られた資源を考慮すると、140,000tという目標値には無理がある。国

レベルの陸稲生産高は、プロジェクト目標として設定するのではなく、上位目標、あるいはそ

のさらに上のスーパーゴールとして設定するのが適切であったと考えられる。 
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指標 2.「プロジェクトが定める質の基準をクリアするネリカ米が増加する」（達成度：高） 

プロジェクトは研修を受講した8人の精米業者に対して調査を行い、米の質を検査した。8人

のうち7人から提出された米は、ウガンダ標準局（Uganda National Bureau of Standard：UNBS）

が定める基準6を上回るものであり、グレード37に分類されるレベルだった。残り1人については、

基準を下回った。8人の精米業者が加工する米は、研修受講前にはいずれも基準に満たなかった

ので、研修の効果により米の質が向上したと判断できる。 

このような調査は、研修受講経験者55人8全員に対して行うことが理想だったが、プロジェク

トが行った調査の対象者は8人のみであった。プロジェクトは今後、精米業者に対するフォロー

アップの強化を行い、今後も精米の技術向上、米の質の改善に努める必要があるだろう。 

指標2に直接影響するデータではないが、米の質に関連するデータとして、プロジェクトが米

農家に対して行った調査もある。調査では、研修を受講した農家と未受講農家の2つのグループ

を対象に、米の質を比較した。異なった品種の米が混入していないかについて着目し検査した

結果、研修受講経験のある農家については米の純度が平均で87.1％、非受講農家は60.1％と有意

な差が認められた9。この調査結果は、研修を受講した農家が、受講していない農家に比べ、収

穫後より適切に米を扱い、米の質を維持していることを示している。 

 

プロジェクト目標の総合達成度（達成度：高） 

プロジェクト目標の達成度を判断するにあたっては、米生産に関する信頼できるデータを入

手することができなかったことや、PDMで設定された目標値が現実的なものではなかったとい

う問題が生じた。しかし、プロジェクトが、NaCRRIとZARDIにおける能力強化と普及活動の実

施により米の生産量増大、質の向上に貢献したことは確実であるので、プロジェクト目標は計

画どおり達成できるだろう。 

ただ考慮すべき点は、NaCRRIでの人材不足である。現在でも米を専門とする研究者は5人の

みで、そのうち2人は留学や就学のために休職中という状況であり、十分とはいえない。その他

の研究者は、他の作物を専門としており、米と並行して他の作物の研究を続けている。そうし

た場合には、米よりも他の作物の研究が優先されるという傾向がある。 

ZARDIについていえば、展示圃場が整備された後のプロジェクト後半になって本格的に活動

が開始されたことから、ZARDI配属研究者の研究・普及能力は、いまだ発展途上の段階にある。

全国9カ所のZARDIの活動状況や研究能力には、人員配置状況の差異などの要因によりばらつき

がある。ZARDIは、各担当地域における米研究拠点として、緒についたばかりである。 

こうした状況をかんがみると、プロジェクトの目標は十分達成できるとはいえ、今後もより

活発な活動を展開していくためには、NaCRRI、ZARDI両方の人材のさらなる能力強化が必要で

あろう。 

 

                                            
6 基準には、形状、損傷度合い、色、異物混入度等が含まれる。 
7 UNBS が定める基準で合格とされるものには 3 つのグレードがあり、グレード 1 がもっとも質が高く、続いてグレード 2、グレード

3 の順となる。 
8 プロジェクトが調査を実施した時点での精米研修受講者は 55 人であったが、3 月 16 日時点では 86 人に増加している。 
9 調査は、45名の研修受講経験のある農家と、57名の未受講農家を対象にしている。調査では、純度のほかにも平均発芽率について

比較したが、研修受講者 88.9％、未受講者 87.0％と有意な差異は認められなかった。 
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３－４ 実施プロセスにおける特記事項 

プロジェクトの実施プロセスについて、以下の2つの特記事項が挙げられる。 

 

（1）研究者と政府職員に対する効果的な能力開発方法 

NaCRRIとZARDIの研究者や政府関係者の能力強化は、OJT、集合研修、本邦研修といった

様々な方法を組み合わせて行われた。研究者については、展示圃場における日々の実験や、

実験データの解析といった作業から多くを学んだ。同時に、集合研修方式での技術教習も行

われたほか、本邦研修により稲作の最新技術を習得した。こうした訓練により、研究者の米

専門家としての自信は醸成され、士気が向上した。政府職員については、米の戦略的作物と

しての重要性を認識し、地元での稲作技術普及にリーダーシップを発揮するようになった。

このように、種々の能力強化方法の組み合せが奏功し、研究者や政府職員の技術・能力・士

気は大きく向上した。 

 

（2）社会経済、ジェンダー、家族に関する影響への理解 

農村社会への換金作目としての米栽培の新規導入は、家庭やコミュニティレベルで正負両

方の社会変容をもたらしている可能性がある。プロジェクトから農家への情報提供は普及活

動によって活発化しているが、農家の声は、プロジェクトに必ずしも十分吸い上げられてい

るとは限らない。農村社会に関する社会科学的考察がさらに必要であるし、社会や環境への

負のインパクトを避ける、あるいは軽減するために、プロジェクトから農家へという一方的

な情報提供だけではなく、農家からプロジェクトへのフィードバック体制も構築する必要が

あるだろう。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5項目ごとの評価 

４－１－１ 妥当性 

妥当性は高い。プロジェクトはウガンダ政府の開発政策や日本の対ウガンダ援助方針に合致

しているとともに、現金収入向上を求める農家のニーズに呼応している。 

 

（1）ウガンダ開発政策との整合性 

ウガンダ政府は、農業セクター開発戦略投資計画（DSIP、2010～2014年）を策定し、そ

の中で米を有望な戦略作物と位置づけている。この計画に基づきMAAIFは、2009年から国

家米開発戦略（UNRDS）を実施している。UNRDSは、10年間にアフリカの米生産量を倍増

させるという目標を掲げた「アフリカ稲作振興のための共同体」（CARD）の活動を支援す

る政策的枠組みである。UNRDSは、高品質の米の生産量を増やすことにより、家庭レベル

の食糧安全保障を向上させ、貧困を削減することをめざしている。NaCRRIが行っているネ

リカ米の振興活動については、UNRDSに明記されており、NaCRRIはウガンダにおけるネリ

カ米の研究・振興の中心的役割を担う機関と位置づけられている。プロジェクトは、ウガ

ンダの米振興政策を直接支援するものであり、ウガンダ開発政策との整合性は高い。 

 

（2）日本の援助政策との整合性 

日本は、2008年5月に開催された第4回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on 

African Development：TICAD-IV）においてCARDの設立を支援し、ウガンダをはじめとした

アフリカ諸国における米生産を促進している。日本の対ウガンダ事業展開計画（2010年）

では、ウガンダにおける農業開発を重点課題のひとつとして位置づけており、特にネリカ

米をはじめとした米の増産支援を約束している。これは、米の生産性・生産量を増加させ

ることにより、食糧安全保障の確保と農村住民の所得向上をめざすものである。こうした

観点からプロジェクトは、日本の対ウガンダ援助計画にも合致しているといえる。 

 

（3）対象地域・対象者選定とニーズへの合致 

プロジェクトの対象地域はウガンダにおけるネリカ米栽培適地であり、対象者はその地

域の農家である。NaCRRIは国レベルの研究機関で、作物生産に関する技術、手法、知識を

研究し、普及することを使命としており、プロジェクトの対象地域・対象者とNaCRRIの受

益者は一致する。 

米は換金作物として、自給農業に頼る貧困農家に現金収入をもたらすことができる作物

である。ネリカ米の作付けを促すことは、農家にとって農業収入の増加につながるため、

生計向上をめざす農家のニーズに、プロジェクトの目的は合致しているといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。前述の「3-3 プロジェクト目標の達成度」で示したように、

プロジェクト目標は協力期間終了までに達成される見込みが高い。 

プロジェクト開始以前は、NaCRRIやZARDIにおいて米を専門とする研究者はほぼ皆無の状態
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だった。また、プロジェクトを実施してはじめて、NaCRRIにおける米研究・開発の体制が整い、

研究の成果はZARDIやNaSARRIを通じて広く国内に伝えられた。ZARDIやNaSARRIにおける研

究活動により、NaCRRIはウガンダの各地域の特性について知識を深めることも可能になった。

プロジェクトは、ネリカ米の振興を量・質両方の観点から推進しているが、これまでの活動実

績から、プロジェクトが強化している研究と普及活動が、ネリカ米の量の増大と質の向上に寄

与していることが確認できた。 

PDMでは、アウトプットやプロジェクト目標を達成するために必要な外部条件として、「研修

を受けた中央・地方の職員が離職しない」と、「干ばつなどの極端な気候変動が発生しない」を

挙げている。現在、2名が就学のため休職中であるが、これまで離職した米の研究者はいない。

季節や年によって降雨量や降雨パタンの変化があるものの、アウトプットの達成を阻害するよ

うな極端な干ばつも発生していない。つまり、この2つの外部条件は満たされており、プロジェ

クトは不利な外部条件の影響を受けることなしに、プロジェクト目標を達成することができる

見込みである。 

 

４－１－３ 効率性 

効率性は高い。プロジェクトの投入は、特に大きな問題もなく期待されたアウトプットを生

み出すことに寄与している。 

 

（1）投入とアウトプット 

ウガンダ側、日本側からの投入は基本的に討議議事録（R/D）で合意されたとおり行われ、

それに見合ったアウトプットが産出された。アウトプットの産出を阻害する要因もなかっ

た。 

ただ、短期専門家の派遣期間と米を専門とするC/Pの人数については検証を要する。C/P

の多くは、圃場での実験に必要な期間に比べ、短期専門家の派遣期間は短すぎると感じて

いる。ただ、この問題は短期専門家も認識しており、日本に滞在している期間もC/Pからの

メールなどで質問を受け付けたり、要望に応えたりするなどの努力をした。また、NaCRRI

に長期滞在している長期専門家が、短期専門家に代わってC/Pの指導を行う場合もあった。

こうした工夫から、短期専門家の滞在期間の短さによる影響は、最小限に抑えられた。 

これよりも問題なのは、NaCRRIにおける米専門家の不足の問題である。「3-3 プロジェ

クト目標の達成度」で述べたように、他の作物が優先され、米の実験が中断されるといっ

た問題が発生している。米を専門に扱う研究者の数の増大が今後必要であり、研修・普及

をより活発に行っていくためには、NaCRRIにおけるコーディネーターの新規配置も必要で

あろう。 

 

（2）効率性の促進要因 

効率性の促進要因は主に2つある。1つは、プロジェクト以前に開発された研修教材や、

構築されたネットワークの有効活用であり、もう1つは、研修・普及活動における関連機関

との連携である。 

プロジェクト開始以前の2004年より、ネリカ米適用化計画（稲作）の個別専門家がNaCRRI

に派遣され、米振興に関連のある種々の機関・団体とネットワークを構築してきた。科学
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的基礎データも収集し、データに基づいた教材やマニュアル類の開発も行ってきた。プロ

ジェクトはこうした前フェーズの専門家の知識やネットワークを十分活用することによっ

て、開始直後より本格的な研究・普及活動を展開することができた。前フェーズからの積

み重ねとその成果の有効活用が、プロジェクトの効果発現に大きく寄与したといえる。 

ネットワークについてさらにいえば、プロジェクトは、既存のネットワークをさらに強

化する努力を続け、政府研究機関、県政府、NGO、WFPやFAOといった国際機関と連携し

て普及活動を行った。これにより、プロジェクトは、外部資源を効率的に活用することが

できた。 

 

４－１－４ インパクト 

プロジェクトのウガンダにおける米増産への寄与割合や、アフリカ諸国に対する影響という

観点からのインパクトは中・高程度である。稲作が社会に及ぼすインパクトについては正負両

方の側面があるため、慎重な検証が必要である。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

プロジェクトの上位目標は、「米の自給がなされ、生産量・生産性の向上により農家収入

が増加する」である。上位目標の達成度を測る指標として、「ウガンダの米自給率」と、「米

農家の収入」が設定されている。上位目標は、プロジェクトが終了してから3～5年のうち

に達成されるべき目標である。しかし、ウガンダの米自給体制が整うかどうかは、稲作技

術の普及度のみならず、国の輸入米に対する関税率をはじめとした農業政策や季候などに

大きく左右されるため、現時点では予測が困難である。さらに、信頼できる農業統計が不

足しているという問題もあり、正確に米生産量の推移を把握・分析することは難しい。 

一方、プロジェクトやNAADS、そして副大統領府の取り組みにより、この2年半の間に、

稲作がより広い地域で活発化していることが確認されている。この傾向が今後も継続し、

研究や普及活動の努力が続けられるのであれば、将来、米生産量が自給できるレベルに到

達する可能性もあるだろう。 

農家の収入については、複雑な様相を呈している。米の生産量増加や生産性の向上は、

もちろん農家の収入向上をもたらすだろう。実際、インタビューに応じた農家の多くが、

米栽培により、付加的な現金収入を得ることができ、その結果、生計が向上したと証言し

ている。しかし同時に、精米所までの距離が遠いために、低い価格で仲買人に売らざるを

得ないといった声があるほか、米を乾燥させる場所の確保が難しく、高品質の米が生産で

きないといった問題も聞こえてくる。農業機械の導入は、ほとんどの農家にとって財政的

に困難である。さらには、米農家が増えるに従って、米価が下落するといった傾向も認め

られる。こうした背景から、詳細な米のバリュー・チェーン分析や、収益分析の必要性が

高まっている。 

 

（2）ウガンダ国内外へのインパクト 

プロジェクトのインパクトはウガンダ国内外で確認できる。マシンディ県やリラ県とい

った地域では、NGOや青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteer：JOCV）など

による普及が盛んで、急速にネリカ米栽培が普及してきており、県の優先作物として指定
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されたケースもある。その他、ネリカ栽培に適した土地では、研修を直接受けた農家だけ

でなく、農家から農家へと技術や種子配布が波及していっている。プロジェクトが試験的

に始めた「移動精米所」は、精米機を積んだトラックが村々を回り、その場で精米サービ

スを行うというものだが、宣伝効果が高いことが分かっている。これまで稲作に関心のな

かった農家が、移動精米所を身近に見ることにより、米栽培に興味を示すようになったと

いう話が頻繁に聞かれた。 

一方、ウガンダ国外では、スーダン、エチオピア、ケニア、ルワンダ、タンザニア、マ

ラウイ、ザンビア、モザンビークといったアフリカ諸国の政府職員や農業普及員がネリカ

米研修に参加した。ウガンダ国外からの研修受講者は2011年2月時点で770名にのぼり、現

在、それぞれの国でネリカ米を普及し始めている。 

 

（3）正負の社会経済的インパクト 

プロジェクトの農村社会へインパクトとして大きいのは、換金作物である米を導入する

ことにより、農家に付加的な現金収入がもたらされたことである。インタビューに答えた

農家のほとんどが、米から得た現金収入を子どもの教育に使っていると回答している。農

村部では、経済的理由により中学校に行けない子どもがほとんどであるが、稲作農家の中

には、「米からの現金収入により子どもを中学校に入れることができた」と話す人が数多く

いる。その他、現金の使い道としては、通信費（特に携帯電話）、薬、トタン屋根などの建

材、バイクや自転車である。米からの収入により、農家の生活が向上しているのは明らか

である。一方、農家や農業普及員の話では、夫が米からの収入を独り占めしたり、妻に除

草や播種といった手間のかかる農作業の負担が集中したり、といった問題が生じているケ

ースもあるようだ。 

さらに配慮が必要なのは、既存の畑を過度に換金作物である米作に切り替えることによ

る環境や生計への影響だ。生態系のバランスが崩れたり、家庭レベルでの食糧安全保障が

担保できなくなったり、ひとつの作物に過度に依存することにより大きな家計の経済リス

クが生じたり、といった負の可能性を考える必要がある。リラ県で普及活動を行うNGOの

農村生活振興イニシアティブ（Rural Livelihood Promotion Initiative：RLPI）は、こうした負

のインパクトは、事前研修で十分に環境問題や社会配慮事項について考える機会を与えら

れなかった農家に顕著に見られると主張している。NaCRRIの職員も、現在NaCRRIで行わ

れている研修では、必ずしもこうした環境社会配慮についての講義や議論が十分になされ

ていないことを認めている。社会科学的視点に立った研究や普及方法も、今後活動に取り

入れられて行くべきであろう。 

 

４－１－５ 自立発展性 

自立発展性は中程度である。プロジェクト活動継続のためには、組織的・財政的な自立発展

性の強化が必要である。 

 

（1）政策面・組織面の持続性 

「4－1－1 妥当性」で論じたように、ウガンダ政府は米振興政策を継続して打ち出して

おり、米の戦略的位置づけは明確である。この政府の方針は、今後も中長期的に持続する
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見込みだ。NaCRRIとZARDIは、これらの政策を推し進めるための中心的役割を果たす国立

機関であり、政策面での自立発展性は今後も維持されるだろう。 

組織面についていえば、米を専門家とする研究者の人員不足が自立発展性を低めている。

今後も政府が米振興策を進めて行くためには、それに見合った人員を確保する必要がある

ため、NaCRRIにおいてさらなる人材強化を進めて行く必要がある。研修・普及分野でも、

国家農業指導サービス（NAADS）や、NGO、国際機関といった普及機関との連携を促進し

ていくコーディネーターをNaCRRIに新規配置することが必要だろう。 

 

（2）財政面での自立発展性 

NAROはプロジェクトに対して財政支援を行っているが、「3-1-1 日本側の投入」で示し

たように、現在のところJICAがプロジェクト活動に必要な費用のほとんどをカバーしてい

る。プロジェクト終了後、NaCRRIとZARDIの展示圃場の運営、機材の維持管理、実験・研

究の継続、研修の定期的な運営といった活動を継続していくためには、ウガンダ政府から

の十分な予算配分が必要である。 

 

（3）技術面での自立発展性 

NaCRRIとZARDIの研究者の技術レベルは相当程度向上したが、自立して十分活動を継続

実施できるレベルにはまだ達していない。技術レベルは、人によってもばらつきがあり、

いまだ初歩的なレベルにとどまっている研究者もいる。多くの研究者は、厳密な科学的方

法、複雑な分析機械の操作、科学論文の執筆方法などをさらに学ぶ必要がある。今後も常

に最新の技術や知識をアップデートしていき、現場での実験をスムーズに行えるよう努め

なければならない。 

とはいえ、プロジェクトにより研究者の技術力が大幅に向上したのは確かであり、現在

は自信を持って他者に指導することができている。今後も研究者の継続的な努力が期待さ

れる。 

 

４－２ 結論 

プロジェクトは、これまで期待された成果を着実に生み出しており、これらの成果はプロジェ

クト目標の達成につながりつつある。プロジェクトはNaCRRIに拠点をおきつつも、研究・普及に

関与するZARDI、NaSARRI、AEATREC、NAADS、地方の農業普及員、NGO、JOCV、国連機関と

いった主要な関係組織とともに活動を続けている。こうした連携は、人的・財政的資源の有効活

用になっているほか、特に普及活動においては大きな効果を生み出している。また、他のアフリ

カ諸国に対するプロジェクトのインパクトは特筆すべきものがあり、NaCRRIが将来、アフリカに

おける米研究・普及の中心的機関となるのも決して非現実的な目標ではない。したがって、協力

期間終了までにプロジェクト目標が達成される見込みは高く、計画どおり2011年6月をもって協力

を終了することが適切だと結論づけられる。 

 



－19－ 

第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

今後、プロジェクトやウガンダ政府が以下に挙げた提言に基づいて行動を起こすことにより、

将来にわたりプロジェクト活動の継続を確実なものにする必要がある。 

 

（1）より適切な人員配置によるNaCRRIの運営体制強化 

NaCRRIにおける米研究・普及体制はこの数年でめざましく整備されたが、プロジェクトの

持続性を確保するためには、さらなる体制の強化が望まれる。それには、米を専門とする研

究者や研究アシスタントの配置人数を増やし、それらの人員を早急に養成していくことが必

要であろう。研修・普及の分野に関しては、コーディネーターの新規配置が有効と思われる。

NaCRRIが米研究・普及拠点としてより活発に機能するよう、NAROは米研究に関する人的資

源の強化に取り組むべきである。 

 

（2）プロジェクト活動継続のための予算確保 

現在行っている研究・普及活動の継続実施ためには、財政的資源の確保が必要である。農

業技術開発と普及の改善をめざす国のプロジェクトである農業技術農業ビジネス支援サービ

スプロジェクト（ATAAS）や、そのもとで事業を実施するNAADSといった政府機関と連携し

て予算を確保することが現実的であろう。NAROでの予算確保のほか、こうしたイニシアティ

ブへ確実に予算配分を行っていくことが期待される。 

 

（3）米バリュー・チェーンに関する信頼できるデータの収集 

ウガンダにおける農業統計はいまだ未熟な状態であるが、政策策定や実効力のあるモニタ

リングのためには、米のバリュー・チェーンに関する正確で役立つデータの収集が必要だ。

MAAIFは、国際稲研究所（IRRI）やアフリカ稲センター（AfricaRice）、FAOといった国際機

関と協力しながらデータ収集システムの構築を進めるべきである。 

 

５－２ 教訓 

本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおりである。 

 

（1）実地訓練等による研究技術や知識の向上 

プロジェクトは、国・地域の両方のレベルで、展示圃場の整備、フィールド実験、実地訓

練などの現場での訓練の重要性を強調した。研究者は、試行錯誤でフィールド実験を行い、

その経験から学ぶよう指導されている。この結果、研究者は実用的な科学知識を習得するこ

とができており、彼らが農家に対して指導する際にもその知識や技術が役立っている。こう

した実地訓練重視のアプローチは、農業振興に必要な実践的な研究技術や知識の向上に効果

的である。 

 

（2）稲作の家庭・コミュニティへのインパクトを理解する必要性 

稲作の導入が、家庭やコミュニティに対してどのようなジェンダーや社会経済的なインパ
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クト、あるいは環境影響を与えているかについては、現時点では未知の部分が多い。新しい

作物や技術の導入が、社会や環境に対してどのような影響を与えているのかについて、プロ

ジェクト実施者は十分に理解をしておく必要があるだろう。こうした知識は、適切な普及体

制・アプローチの考案や農村社会経済に関する教材開発にも役立つことが期待される。 

 

（3）広報活動の重要性 

プロジェクトは、ネリカ米について日本やアフリカ諸国に対して積極的に広報活動を行っ

た。これにより農業開発に携わる人々のネリカ米に対する関心が高まり、アフリカにおける

ネリカ米振興への多くの協力者を獲得するに至った。 

 



付 属 資 料 

 

１．調査日程  

 

２．評価グリッド  

 

３．主要面談者リスト 

 

４．質問票及び回答結果  

 

５．ミニッツ及び合同評価報告書 

 



 

 

１．調査日程 
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 Leader of the mission
(Dr. Tokida)

Coordinator
(Mr. Noda)

Consultant
(Dr. Shuto)

Ugandan Evaluation Member
(Dｒ. Thelma, Mr. Sunday)

5-Apr Tue

6-Apr Wed
14:45 Kampala - IN
17:00 JICA Office

7-Apr Thu

9:00 Kick-off meeting @ JICA
office
NARO, NaCRRI, Interview to
C/P and Japanese Experts

9:00 Kick-off meeting @ JICA
office

8-Apr Fri

8:00 Leave for Bulindi ZARDI
11:00 Bulindi ZARDI
14:00 Move to Masindi
15:00 Masindi District+ visiting
JOCV sites
18:00 Stay in Masindi

8:00 Leave for Bulindi ZARDI
11:00 Bulindi ZARDI
14:00 Move to Masindi
15:00 Masindi District+ visiting
JOCV sites
18:00 Stay in Masindi

9-Apr Sat

8:00 Leave for Lira
12:00 Irrigation scheme
14:00 Meeting NGO (RLPI)
18:00 Stay in Lira

8:00 Leave for Lira
12:00 Irrigation scheme
14:00 Meeting NGO (RLPI)
18:00 Stay in Lira

10-Apr Sun Tokyo - OUT
8:00 Leave for Kampala
14:00 Arrive to Kampala and
Documentation

8:00 Leave for Kampala
14:00 Arrive to Kampala

11-Apr Mon

14:45 Kampala - IN
16:00 Courtesy Call to
MAAIF/NARO
19:00 Dinner Meeting

8:30 Leave for AEATREC
9:30 AEATREC
12:00 Leave for NaCRRI
13:00 Interview and
Documentation
19:00 Dinner Meeting

8:30 Leave for AEATREC
9:30 AEATREC
12:00 Leave for NaCRRI
13:00 Interview and
Documentation

12-Apr Tue

8:00 Leave for NaCRRI
9:00 NaCRRI
11:00 Leave for Soroti
16:00 Arrive to Soroti and
documentation

8:00 Leave for NaCRRI
9:00 Interview of CP and Experts

8:00 Leave for NaCRRI
9:00 NaCRRI
11:00 Leave for Soroti
16:00 Arrive to Soroti and
documentation

13-Apr Wed

9:00 NaSARRI
12:00 WFP
14:00 Documentation
18:00 Meeting with SIAD Expert
at hotel in sooty

Interview to Mr. Haneishi
Documentation

9:00 NaSARRI
12:00 WFP

14-Apr Thu
8:00 Leave Hotel
18:00 Mbale

Tokyo - OUT Documentation
8:00 Leave for Kampala
15:00 Arrive to Kampala

15-Apr Fri
8:00 Leave Hotel
17:30 Kampala
18:00 Internal Meeting

14:45 Kampala - IN
18:00 Internal
Meeting

Documentation
18:00 Internal Meeting

16-Apr Sat
17-Apr Sun
18-Apr Mon
19-Apr Tue
20-Apr Wed
21-Apr Thu

22-Apr Fri
Documentation
(Uganda National Holiday)

16:15 Kampala -
OUT

Documentation

23-Apr Sat Documentation Tokyo - IN Documentation
24-Apr Sun Documentation Documentation

25-Apr Mon
Documentation
(Uganda National Holiday)

Documentation
（Uganda National Holiday）

26-Apr Tue
AM JCC, Signing of M/M,
PM Embassy of Japan, JICA
Office

27-Apr Wed 16:15 Kampala - OUT 16:15 Kampala - OUT
28-Apr Thu Tokyo - IN Tokyo - IN

AM JCC, Signing of M/M,
PM Embassy of Japan, JICA Office

Documentation
Documentation

9:00 Discussion on Evaluation Report within the Joint Evaluation Team
14:30 Discussion on Evaluation Report & M/M with MAAIF/NARO/NaCRRI
11:00 Signing Joint Evaluation Report

10:00 Discussion on Evaluation Report within the Project

Schedule of the Terminal Evaluation - NERICA Rice Promotion Project

Date

Tokyo - OUT
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FGD＝フォーカス･グループ･ディスカッション 

 評価設問 

 調査大項目 調査小項目 
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法 

成果1の達成度 

「NaCRRI、ZARDIのネリカ米に関す

る研究・普及機能が強化される」 

1-1. 選定された NaCRRI の各研究課

題において研究結果がとりまとめら

れる。 
1-2. 各 ZARDI において実施された地

域の特性に合わせた研究の結果がと

りまとめられる。 
1-3. NaCRRI、ZARDI が研修モジュー

ルに準じて、農家や普及アクター＊を

対象とした研修を実施できるように

なる。（＊普及アクターとは、AO、

AAO、青年海外協力隊員等である） 
1-4.研修モジュールに準じて精米業者

対象の研修を実施できるようになる。

指標値との比較 指標データ、専門

家、C/Pの意見 
プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録、指標データ等

の資料 
専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

実

績

の

検

証 

成果2の達成度 
「適切なネリカ米の栽培と収穫後処

理の技術が対象地域の農家、精米業

者、その他の普及支援アクター

（NGO、AO、AOOなど）に普及され

る」 

2-1. 12,000人（農家10,000人、その他

2,000人）が研修を受ける。 
2-2. 研修を受けた農家のうちの30％
がネリカ米を継続的に栽培する。 
2-3.研修を受けた精米業者のうち70％
が研修で学んだ収穫後加工技術を採

用する。 

指標値との比較 指標データ、専門

家、C/Pの意見 
プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録、指標データ等

の資料 
専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証

相手国実施機関のオーナーシップ プロジェクト・マネジメントにどのよ

うな形でかかわったか 

活動実績 質問票の結果、実

績報告書等 

質問票、プロジェクト

資料 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

相手国開発政策との整合性 ウガンダの開発政策と上位目標・プロ

ジェクト目標が合致しているか、セク

ターの優先度は高いか 

開発計画の内容・優先度

の確認 
国家及び地域開

発政策 
PEAP、PMA等のウガン

ダ国家開発計画、「ウ

ガンダ国家米開発戦略

（UNRDS）」、JICAウ

ガンダ事務所、専門家、
C/P 

資料レビュー、インタ

ビュー 
妥

当

性 

日本の援助政策との整合性 日本のアフリカやウガンダに対する

援助政策に合致しているか 
プロジェクト開始時及び

最近の援助方針 
日本の米振興に

かかわる援助政

策、第4回アフリ

カ開発会議

（TICAD-IV）成

果文書 

JICA事業実施計画、第4
回アフリカ開発会議

（TICAD-IV）CARDイ

ニシアティブ、JICAウ

ガンダ事務所、専門家

資料レビュー、インタ

ビュー 
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 評価設問 

 調査大項目 調査小項目 
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法 

ターゲットグループ選定の妥当性 
 

ターゲットグループ（ネリカ米生産敵

地の農家）の選定は適切か 
ターゲットグループの規

模、性質が活動内容に見

合ったものかどうか 

事前調査、中間レ

ビュー調査、JCC
等各種会議での

協議内容、ターゲ

ットグループ・専

門家・C/Pの意見

事前調査報告書、中間

レビュー調査報告書、

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
等各種会議議事録、タ

ーゲットグループ、専

門家、C/P 

資料レビュー、インタ

ビュー、FGD 

ターゲットグループのニーズへの合

致 
ターゲットグループ（ネリカ米生産敵

地の農家）のニーズに合致しているか

ニーズとの合致度 これまでの各種

調査結果、ニーズ

（ターゲットグ

ループからの要

望）対応状況、タ

ーゲットグルー

プ、専門家、C/P
の意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録、ターゲットグ

ループ、専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

日本の技術の優位性 プロジェクトで提供されるサービス

は、日本の技術の優位性を生かしたも

のか 

ウガンダおよびアフリカ

における類似サービスと

の比較 

研修資料、ターゲ

ットグループ研

修アンケート回

答、専門家、C/P
の意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録、ターゲットグ

ループ、専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

プロジェクト目標、指標、目標値、

指標データ入手手段の適切性 
『プロジェクト活動地域においてネ

リカ米の生産量及び生産性が向上す

る』というプロジェクト目標、指標、

目標値、指標データ入手手段は適切か

プロジェクト活動、アウ

トプットとの論理的整合

性、入手された指標デー

タの質 

PDM、PO、指標

データ、専門家、

C/Pの意見 

PDM、PO、指標データ

専門家、C/P 
資料レビュー、質問

票、インタビュー 

プロジェクトの進捗状況 プロジェクトは計画どおり進んでい

るか 
POと活動の確認 プロジェクト報

告書、専門家、

C/P、ターゲット

グループの意見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、指標データ

等の資料 
ターゲットグループ、

専門家、C/P、サイト視察

資料レビュー、質問

票、インタビュー、

FGD、観察 

陸稲生産高が140,000t（籾ベース）と

なる。 
指標との比較 指標データ、専門

家、C/Pの意見 
プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録、指標データ等

の資料 
ターゲットグループ、

専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

有

効

性 

プロジェクト目標の達成見込み 
「プロジェクト活動地域においてネ

リカ米の生産量及び生産性が向上す

る」がプロジェクト終了時までに達

成されるか 

プロジェクトが定める質の基準をク

リアするネリカ米が増加する。 
指標との比較 指標データ、専門

家、C/P、ターゲ

ットグループの

意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録、指標データ等

の資料 
ターゲットグループ、

専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 
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 評価設問 

 調査大項目 調査小項目 
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法 

プロジェクトのマネジメント体制 モニタリングの仕組み、意思決定過

程、プロジェクト内のコミュニケーシ

ョンは適切であったか 

進捗管理状況 プロジェクト活

動状況に関する

データ、JCC開催

記録、専門家、C/P
の意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、インタ

ビュー 

目標達成の促進・阻害要因 目標達成にかかる促進要因は何か 促進要因が目標達成に与

える影響度 
プロジェクト活

動に関するデー

タ（C/Pの動向、

プロジェクトの

運営状況、意思決

定システムの確

認等）、専門家、

C/Pの意見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録等の資料、タ

ーゲットグループ、専

門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

 目標達成にかかる阻害要因は何か 阻害要因が目標達成に与

える影響度 
プロジェクト活

動に関するデー

タ（C/Pの動向、

スタッフ離職率、

プロジェクト財

務状況等）、専門

家、C/Pの意見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録等の資料、タ

ーゲットグループ、専

門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

プロジェクト目標に至るまでの外部

条件の影響 
外部条件は満たされたか、変化した

か、プロジェクトへどのように影響し

たか、対応は適切であったか 

外部環境変化のプロジェ

クトとの関係性 
外部条件（旱魃な

どの甚大な自然

災害が起こらな

い）に関する情

報、専門家、C/P
の意見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録等の資料 
ターゲットグループ、

専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

投入の適切性 日本側投入：日本人専門家 投入の量、内容、時期、

計画との比較 
分野、人数､派遣

期間、専門分野、

能力 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、投入実績表

等の資料、ターゲット

グループ、専門家、C/P

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

 日本側投入：機材供与 投入の量、内容、時期、

計画との比較 
投入機材の種類、

数量、金額、目的

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、投入実績表

等の資料、専門家、C/P

資料レビュー、質問

票、インタビュー、観

察 

効

率

性 

 日本側投入：研修員受入 投入の量、内容、時期、

計画との比較 
研修員所属機関、

研修受入人数、期

間、研修内容 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、投入実績表

等の資料、元研修員、

ターゲットグループ、

専門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 
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 評価設問 

 調査大項目 調査小項目 
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法 

 日本側投入：運営コスト費 投入の量、内容、時期、

計画との比較 
活動予算額、支出

額、支出内容 
R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、投入実績表

等の資料、専門家、C/P

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 ウガンダ側投入：C/P配置 投入の量、内容、時期、

計画との比較 
C/P配置状況、人

数、能力 
R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、投入実績表

等の資料、ターゲット

グループ、専門家、C/P

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

 ウガンダ側投入：施設･設備 投入の量、内容、時期、

計画との比較 
施設・設備の利便

性、ターゲットグ

ループ・専門家・

C/Pの認識 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、投入実績表

等の資料、専門家、C/P

資料レビュー、質問

票、インタビュー、観

察 

 ウガンダ側投入：運営コスト費 投入の量、内容、時期、

計画との比較 
活動予算額、支出

額、支出内容 
R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、投入実績表

等の資料、専門家、C/P

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

投入に見合ったアウトプットの産出 プロジェクト実施のための投入に見

合ったアウトプットが得られている

か 

投入とアウトプットの確

認 
アウトプット目

標値の達成状況、

専門家・C/Pの意

見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録、その他指標

に関する資料 
ターゲットグループ、

専門家、C/P 

資料レビュー、インタ

ビュー、観察、FGD 

他のODA事業との連携 関連するJICA事業、日本の他の支援と

の協力、連携はあったか 
事実確認による有無と必

要性の検証 
関連事業情報 プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等に関する資

料、ターゲットグルー

プ、専門家、C/P 

資料レビュー、インタ

ビュー、FGD 

効率性を向上させた要因は何か 要因が効率性を向上させ

る影響度 
プロジェクト活

動に関するデー

タ、専門家、C/P
の意見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録等の資料、タ

ーゲットグループ、専

門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

 

効率性を向上または阻害した要因 

効率性を阻害した要因は何か 要因が効率性を阻害する

影響度 
プロジェクト活

動に関するデー

タ、専門家、C/P
の意見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録等の資料、タ

ーゲットグループ、専

門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 
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 評価設問 

 調査大項目 調査小項目 
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法 

ウガンダの米自給率 指標データの現状把握と

数値目標設定 
指標データ、専門

家・C/Pの認識 
プロジェクト各種報告

書、各種統計 
資料レビュー、インタ

ビュー 

上位目標の達成見込み 
「コメの生産量・生産性の向上を通

して、コメの自給達成に貢献すると

ともに、コメ生産農家の所得が向上

する」がプロジェクト終了後3－5年
に達成されるか 

陸稲生産農家の収入 指標データの現状把握と

数値目標設定 
指標データ、専門

家・C/Pの認識 
プロジェクト各種報告

書、各種統計 
資料レビュー、インタ

ビュー 

波及効果 プロジェクトがもたらした正負の影

響は何か 
影響の確認 ターゲットグル

ープ・専門家・C/P
の認識 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録等の資料、タ

ーゲットグループ、専

門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー、
FGD 

イ

ン

パ

ク

ト 

上位目標に至るまでの外部条件の影

響 
外部条件は満たされたか、変化した

か、プロジェクトへどのように影響し

たか、対応は適切であったか 
 

外部環境変化のプロジェ

クトとの関係性 
外部条件に関す

る情報（稲作振興

政策が行われて

いる、米価の下落

がない）、専門家、

C/Pの意見 

R/D、プロジェクト各種

報告書、専門家報告書、

JCC議事録等の資料、専

門家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

組織面 C/P機関の政策的位置付け 政策的位置付けに関する

事実確認 
専門家、C/Pの意

見 
プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 C/P機関の経営・意思決定システム 経営・意思決定システム

に関する事実確認 
専門家、C/Pの意

見 
プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 C/P機関の今後の方向性 今後の方向性に関する事

実確認 
JICA、専門家、

C/Pの意見 
プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 C/P機関の人員配置の適切性 C/Pの人数、能力、モチベ

ーション、定着率等の確

認 

専門家、C/P、タ

ーゲットグルー

プの意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 プロジェクト管理の現状 運営管理、モニタリング

等の仕組みに関する事実

確認 

専門家、C/P、タ

ーゲットグルー

プの意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

自 
立 
発 
展 
性 

財政面 C/P機関の予算手当て状況 ウガンダ側負担割合の確

認 
ウガンダ側の投

入実績、財務デー

タ、専門家、C/P
の意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 
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 評価設問 

 調査大項目 調査小項目 
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法 

 財政の透明性 財務データ（収支）確認 ウガンダ側の投

入実績、財務デー

タ、専門家、C/P
の意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

技術面 技術移転したC/Pの業務習得状況 C/Pの業務習熟状況 C/Pの業務に関す

る情報、専門家、

C/Pの意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 運営・研修マニュアルの整備状況 運営・研修マニュアルの

質と利用状況 
研修・運営等に関

するマニュアル、

専門家、C/Pの意

見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 機材の維持管理手順の定着 機材管理手順の確認 機材維持管理に

関する情報、専門

家、C/Pの意見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 情報マネジメント 情報マネジメント状況の

確認 
情報マネジメン

トに関する情報、

専門家、C/Pの意

見 

プロジェクト各種報告

書、専門家報告書、JCC
議事録等の資料、専門

家、C/P 

資料レビュー、質問

票、インタビュー 

 



 

 

３．主要面談者リスト 
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日本人専門家（プロジェクト） 

 西牧隆壯専門家（リーダー／陸稲灌漑） 

 坪井達史専門家（稲栽培技術／研修） 

 松本俊輔専門家（圃場試験計画） 

 後藤明生専門家（業務調整／普及） 

 

日本人専門家（MAAIF 配属） 

 羽石祐介専門家（農業計画アドバイザー） 
 
青年海外協力隊員 5 名 

 

MAAIF 

 Mr. Vincent R. Rubarema, Permanent Secretary, MAAIF 

 

NARO 

 Mr. Okaasai S. Opolot, Director Crop Resoures, NARO 

 

NaCRRI 

 Mr. Dennis Ochola, Project Officer/ Resercher, NaCRRI 

 Mr. Stephen Justin, Research Assistant, NaCRRI 

 Dr. Godfrey Asea, (Project Coordinator), Head of Cereal Programme, NaCRRI 

 

ZARDI Bulindi 

 Dr. Rogers Kazikwera, Director of Research, ZARDI Bulindi 

 



 

 

４．質問票及び回答結果 
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質問票 

 

お名前:             (英文):                 E-mail アドレス：      

ご担当業務: （和文）        （英文）          

 

中間レビュー調査時の提言対応状況 

0. 中間レビュー調査では、国家農業研究機構（NARO）に対して、実施体制強化のために、NaCRRI の穀

物部の人材配置を強化することが提言されました。この提言を受けて、これまでどのような改善がみら

れましたか。 

コメント：      

 

実績の確認 

アウトプットの達成度合いについて 

1. それぞれの分野におけるアウトプットの達成度合いについて。 

1) アウトプット１「NaCCRI 及び ZARDI におけるネリカ（陸稲・水稲）の研究・普及能力が向上する」

が達成された。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

2) アウトプット２「適切なネリカ米栽培技術が対象地域内の農家、農業グループ、その他に普及される」

が達成された。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

2. 現在のカウンターパート機関におけるプロジェクト担当者人員数は適切だ。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

3. 現在のカウンターパート機関におけるプロジェクト担当者の能力・スキルは適切だ。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      
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4. 現在の機材の整備状況は適切である。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

5. 現在の施設・設備は適切である。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

 

実施プロセスの確認 

活動の実施状況 

6. 自分の担当分野の活動は計画通りに実施された。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

プロジェクトのモニタリングについて 

7. プロジェクト全体の業務の管理について、モニタリングはどのように、またどのぐらいの頻度で実施さ

れていましたか（例：定例会議を毎月開催し、プロジェクトの進捗を確認した）。 

      

 

8. 上記で回答したプロジェクト全体のモニタリング活動は、方法や頻度の点から適切だった。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

9. プロジェクトにおいてご自分の担当業務に関するモニタリングは、どのように、またどのぐらいの頻度

で実施されていましたか。 

      

 

10. 上記ご自分の担当業務に関するモニタリングで、達成度の目安としていた指標にはどのようなものがあ

りますか。活動と指標を簡単に列挙してください。それらの指標の設定は適切だと思いますか（改善の

余地があるようでしたら具体案を書いてください）。 
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11. 上記で回答した自分の担当業務に関するモニタリング活動は、方法と頻度の観点から適切だった。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

12. プロジェクト全体もしくはご自分の担当業務のモニタリング活動の結果として、当初の計画から活動の

軌道修正に至った項目があれば書いてください。 

      

 

ウガンダ側カウンターパートと日本人専門家との関係 

13. ウガンダ側カウンターパートと日本人専門家間のコミュニケーションは、プロジェクト活動の実施の上

で、効果的に行われていた。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

ウガンダ側実施機関のオーナーシップの確立度合い 

14. ウガンダ側実施機関はプロジェクトのマネジメントにどのような形でどの程度関わってきましたか。具

体的な例を挙げて回答してください。 

      

  

15. ウガンダ側によるカウンターパート人員配置、プロジェクト活動に必要な日本人専門家執務室・施設の

提供など基本的プロジェクト運営費用費負担はプロジェクトを効果的に進める上で適切に行われた。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

16. プロジェクトの効果促進のために特に工夫した点があれば書いてください。 

      

 

妥当性 

ウガンダにおけるニーズとの整合性 

17. プロジェクト目標‐「対象地域のネリカ米生産が量・質において向上する」‐は、ターゲットグループ

（受益者）であるネリカ米栽培適地の農家のニーズに合致している。  

５     ４     ３       ２      １       ０ 
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とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

日本の技術の優位性 

18. プロジェクトで実施している活動内容は、日本の持つ技術・知識・経験等を十分生かしたものである。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

計画の妥当性 

(上位目標、プロジェクト目標、アウトプット、活動、投入の相互関係について）  

19. 現在プロジェクトで設定されている PDM の上位目標、プロジェクト目標、アウトプット、活動、投入は

適切かつ論理的に関係づけられて設定されている。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

有効性 

プロジェクト目標の達成度合い  

20. プロジェクト目標－「対象地域のネリカ米生産が量・質において向上する」－はプロジェクト終了まで

に達成される見込みだ。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

プロジェクト目標達成のための組織的枠組み 

21. NARO、NaCRRI、ZARDI 等の主要なプロジェクト実施機関の役割分担、責任範囲は明確で、プロジェ

クト目標達成を確実なものにしている。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

プロジェクト目標達成の阻害･貢献要因 

22. アウトプットからプロジェクト目標達成に至る外部条件―「旱魃などの気候による深刻な影響がない」―

の状況について。実際にこれらの条件は現在まで満たされていると思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 
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とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

23. その他、プロジェクト目標の達成を促進した要因、または阻害した要因があればお書きください。 

      

 

効率性 

投入された資源量、質、投入のタイミングの適正度 

24. 日本人専門家の派遣について、PDM 上のアウトプットを達成する上で、専門性や派遣人数、派遣期間、

派遣のタイミングは総合的に判断して適切だったと思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

25. プロジェクトで供与した機材について、PDM 上のアウトプットを達成する上で、数や質、種類、価格、

供与されたタイミングは総合的に判断して適切で、有用だったと思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

26. プロジェクト関係者の日本での研修について。PDM 上のアウトプットを達成する上で、受け入れ人数、

研修期間、研修のタイミング、研修内容は総合的に判断して適切で、有用だったと思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

27. これまでの投入および活動について、もっと早く、効率的に PDM 上のアウトプットを達成する手段があ

ったと考えられますか。 

      

 

関連組織との連携および協力関係 

28. 以下の関連組織との連携および協力関係はどのような状況ですか。また、それらの連携および協力関係

の有無が PDM 上のアウトプット達成を促進もしくは阻害したと考えられますか。具体的な例を挙げて回

答してください。 

1) NaCRRI の関連部門との連携・協力について： 
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2) NARO との連携・協力について： 

      

3) ZARDI との連携・協力について： 

      

4)その他の機関・団体（NGO、国際機関、JOCV 等）との連携・協力について（具体的な機関・団

体の名称を記入してください）： 

      

 

プロジェクトの効率性に与える要因 

29. 前提条件－「対象地の治安が悪化しない」‐および活動からアウトプットに至る外部条件－「技術移転

を受けた中央及び県の職員が継続的に米振興に従事する」－について。これらの 2 つの条件は満たされ

たと思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

30. 上記の外部条件、前提条件以外でプロジェクトのアウトプット達成に影響を与えた要因があれば書いて

ください。 

      

 

インパクト 

上位目標の達成見込み 

31. 上位目標－「米の自給がなされ、生産量・生産性の向上により農家収入が増加する」－の達成は、プロ

ジェクト終了後 3-5 年の間にプロジェクト目標の達成によって引き起こされる可能性が高いと思います

か。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

32. プロジェクト目標から上位目標に至る外部条件－「米振興政策が継続する」「米の値段が急激に下落しな

い」－について。実際にこの 2 つの条件が満たされていると思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

その他の望ましい・望ましくない波及効果について 
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33. 現在までに、プロジェクトの実施によって起こった外部への波及効果（望ましい・望ましくない、の両方

の面から）がありましたら詳細をご記入ください。 

      

持続性 

プロジェクトの持続見込み  

34. プロジェクト目標や上位目標が目指している効果は、プロジェクト終了後も持続すると思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

35. プロジェクトが生み出してきた効果を維持、さらに発展させるために、プロジェクト終了後も CP 機関が

継続して活動を実施する見込みが、人的資源の観点からありますか。適切な人材配置、知識・技術レベ

ル（知識・技術の習得状況、運営マニュアルの整備、情報マネジメント状況等を含んだ広い観点から）

の面からお答えください。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

36. プロジェクト終了後も活動実施のために引き続き財政的な資源が確保できると思いますか。 

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

37. プロジェクトによって供与された機器・機材は、プロジェクト終了後、CP 期間により適切に維持・管理

されると思いますか。  

５     ４     ３       ２      １       ０ 

とてもそう思う  思う  どちらともいえない  思わない  全く思わない    分からない 

理由/コメント：      

 

38. その他、CP 機関における継続的な活動実施に際し、持続性に影響を及ぼすであろうと考えられる重要な

課題や要因があれば、下記に回答してください。 

      

 

39. その他、プロジェクトの強み、課題、問題点等、プロジェクトの活動に関わる事項で重要と思われるこ

とについて自由にご意見をお書きください。 
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